
「兵庫県の最低賃金改定に関する影響調査」

報 告 書

令和7年（2025）年7月~9月

加 西 商 工 会 議 所



１　調査目的 兵庫県の最低賃金改定に対する会員事業所の影響を確認し、

今後商工会議所事業を行う上での基礎データとするため。

２　調査期間 令和7年10月21日～令和7年11月4日【14日間】

３　調査対象 114件

　製造加工業

　製造販売業

　建設業

　卸売業

　小売業

　飲食業

　サービス業

　運送業

　その他

４　調査方法　 調査票をメールにて送信し、オンラインにて回答

５　有効回答数 66社（回答率57.9％）

調査概要



業種

調査結果

製造加工業

48.5%

製造販売業

16.7%

建設業

9.1%

卸売業

3.0%

小売業

7.6%

飲食業

0.0%

サービス業

9.1%

運送業

3.0%
その他

3.0%

製造加工業

製造販売業

建設業

卸売業

小売業

飲食業

サービス業

運送業

その他



問2 10月からの兵庫県の最低賃金改定に伴う人件費増が、貴社の収益に与える影響についてお答えください。

①人件費の増加を製品・サー

ビスに十分転嫁できており、

収益への影響は軽微である

7.6%

②人件費の増加を製品・サー

ビス価格へある程度転嫁でき

ているが、収益はやや圧迫さ

れている

31.8%

③人件費の増加を製品・サービス価格

へほとんど転嫁できておらず、収益は

大幅に圧迫されている

19.7%

④人件費の増加に加え、原材料

費等の高騰も転嫁できておら

ず、収益は大幅に圧迫されてい

る

15.2%

⑤最低賃金改正の影

響を受ける従業員が

少なく、収益への影

響はほとんどない

25.8%

①人件費の増加を製品・サービ

ス価格へ十分に転嫁できてお

り、収益への影響は軽微である

②人件費の増加を製品・サービ

ス価格へある程度転嫁できてい

るが、収益はやや圧迫されてい

る
③人件費の増加を製品・サービ

ス価格へほとんど転嫁できてお

らず、収益を圧迫している

④人件費の増加に加え、原材料

費等の高騰も転嫁できておら

ず、収益は大幅に圧迫されてい

る
⑤最低賃金改正の影響を受ける

従業員が少なく、収益への影響

はほとんどない



問3　前問２において⑤収益への影響はほとんどない、⑥その他以外を回答された方にお聞きします。 

最低賃金改定に伴う人件費増に対応するため、貴社が今後取組みを検討している対応策についてお答えください。

（複数回答可）

①省人化投資・デジタル化による

生産性向上に向けた資金調達や専

門家の活用

18.9%

②製品・サービス価格の

適性化（価格転嫁）に向

けた、取引先との交渉に

関する情報収集を行う

13.2%

③賃金制度・人事評価

制度の見直しに向け

た、制度設計を行う

13.2%

④採用力の強化・人材の定

着に向けた取組みを行う

17.0%

⑤公的支援制度（補助金・

助成金・融資）の活用

15.1%

⑥具体的な対応は決まっておら

ず、対応を検討中である

22.6%

①省人化投資・デジタル化による

生産性向上に向けた資金調達や専

門家の活用

②製品・サービス価格の適性化

（価格転嫁）に向けた、取引先と

の交渉に関する情報収集を行う

③賃金制度・人事評価制度の見直

しに向けた、制度設計を行う

④採用力の強化・人材の定着に向

けた取組みを行う

⑤公的支援制度（補助金・助成

金・融資）の活用

⑥具体的な対応は決まっておら

ず、対応を検討中である


